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研究成果の概要（和文）：2009年改訂の高等学校学習指導要領「外国語」（以下、「指導要領2009」；実施は
2013年度から）では英語科目の教授言語を基本的に英語とすること（Teaching English in English を略して
TEE）が明記された。本研究はこの基本方針導入が高等学校の英語教育やこれによって指導された後に大学に入
学してくる英語学習者に及ぼす影響を、４年間にわたる縦断的研究によって検証した。その結果、TEE基準は日
本人高校英語教師の英語使用の実態にほとんど影響しなかったこと、また学習者のTEEに対する意識面にも変化
をもたらさなかったことが確認された。

研究成果の概要（英文）：The Japanese Ministry of Education introduced a policy of teaching high 
school English classes in English (the TEE policy) through the 2009 Course of Study, which was 
enacted in 2013.  The main objective of this study was to investigate the influence of this TEE 
policy in the revised English courses through a four-year longitudinal data collection involving 
university newcomers.  The most important finding from the study was that the impact of the TEE 
policy was very limited on both the use of English by Japanese teachers of English in high school 
and the learners' attitudes towards TEE. 

研究分野：外国語教育

キーワード： TEE　教授言語　Medium of instruction　高等学校学習指導要領「外国語」　教授法　経年変化

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
1990年代以降に発表された外国語教育における教授言語についての研究の多くは、目標言語（本研究の場合は英
語）のみで教えることは非効率というだけでなく、指導方法を誤れば学習者の学習意欲を低下させるなどの逆効
果を指摘する。指導要領2009はこうした近年の応用言語学研究の動向に逆行すると思われ、先行研究の成果に反
するトップダウン的な教育行政の在り方に疑問を呈することが本研究の主目的であった。得られた結果に基づい
て、TEEの実践には、教員養成や研修を含むインフラ整備などが重要であることを論文や講演会等で指摘してき
た。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 2009 年に改訂（施行は 2013 年）された高等学校学習指導要領「外国語」（以下、指導要領
2009）では「（英語の）授業は英語で行うことを基本とする」ことが明記された（Teaching 

English in English を略して、以下では英語で授業を行うことを TEE、またこの基準を TEE

基準と表記）。発表当時はその唐突さ・斬新さから、新聞等のマスメディアでも大々的に報じら
れた。外国語教育における教授言語の課題、すなわち教授言語を学習者が習得の目標とする第
二言語（second language を略して L2）のみとすべきか、これに第一言語（first language、
L1）を交えるべきかについては、理論、実証の両面から長年にわたって学術的に議論されてき
た重要なテーマである。1980 年台前半までは L2 のみで教えることを主張する研究者が多かっ
たが、1990 年代以降は学習者の L1 を有効に活用しながら L2 を教えた方が効果的とする考え
がより多くの研究者によって支持されはじめた（その理由は岩井 (2019a, 2019b) で論じた）。 

 

２．研究の目的 

 指導要領 2009 は、こうした近年の学術的動向に逆行するように思われるが、TEE 基準がい
かに教育現場に浸透するか、またそれが英語学習者にどのような影響を及ぼすかは実際に調査
してみなければわからない。指導要領 2009 の公表後から多くの論者がこれの良し悪しを論じ
てきたが、TEE 基準導入の実態や影響が十分に踏まえられているとは言い難い。本研究は、そ
の良し悪しを議論する前に、まずは客観的な実証データを収集し、TEE 基準導入の影響を検証
することとした。それに続いて、調査結果をもたらす要因を追求し、TEE 基準導入に問題があ
ったとすれば、その問題の所在がどこにあるかを考察することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

(1) 学生に対するアンケート調査 
 アンケート調査は、研究期間の最初の 4年間で実施した。調査対象は、高校の課程を経て大
学に入ってきた新入生で、いわゆる共通教育英語授業の受講者である。調査実施の 4年間は前
半と後半で区分され、前半の 2年間は指導要領 2009 以前の旧課程（TEE 基準なし）で学んだ学
生、後半の 2 年間は新課程（TEE 基準あり）で学んだ学生である。この旧・新課程で学んだ学
生を比較することで、TEE 導入前後の変化状況を明らかすることを計画した。 

調査紙は、本研究の分担者である Carson (2015)が開発した SPIL (Student Preference for 
Instructional Language) を一部変更して用いた。主な質問内容は以下のとおりである：１）
回答者の英語熟達度、英語学習・使用の実態、２）日本人英語教師が高校の各英語科目で TEE
を行っていた割合、３）外国語指導助手（ALT）による授業の実態、４）英語で授業が行われる
ことに対する回答者の要望や意見、５）大学で受講している英語科目の実態、６）英語授業の
どんな場面や用途で教師の日本語による支援を期待するか（Likert 尺度５件法による 40 問）。 

調査の実施は、回答者の偏りを排除するため、4 大学（国立１、公立２、私立１）で行い、
16 の学部・学科に所属する学生から回答が得られた。各年度の有効回答者数（再履修者、海外
長期滞在者、未回答の多い回答者などを除外）は、1,248 名（2014 年）、1,520 名（2015 年）、
1,537 名（2016 年）、1,712 名（2017 年）の合計 6,017 名である。 
 
(2)学生を対象とする面接調査 
 英語学習者の TEE に対する意識とその変化をもたらす要因を探る目的から大学生に対して半
構造化面接による調査を行った。調査協力者数は 2015 年度 9名（TEE に好意的な学生３名と否
定的な学生 6名）、2016 年度と 2017 年度で 21 名（TEE に対する好みが上昇した学生 10 名とそ
れが下降した学生 11 名）の合計 30 名である。 
 
(3) 大学英語教員に対するアンケート、授業観察および面接 
 高校英語への TEE 基準導入によって、大学新入生の英語使用に対する意識や英語力に変化を
感じるかどうかを、大学で英語を教える教員 56 名（日本人教師 25 名、非日本人教師 31 名）に
対してアンケート調査により尋ねた。いずれの教員も上述の「学生に対するアンケート調査」
に協力してもらった教員であり、調査の目的や意図について理解してもらった上で実施した。 
 さらに、これらの教員のうち、23 名（日本人教師 12 名、非日本人教師 11 名）に対して授業
観察と面接調査を実施した。いずれも調査の協力に対して承諾の得られた教師である。これら
は、大学の英語授業がどの程度英語を介して行われているか、また教師の TEE 使用に対する意
識と実際の授業がどの程度一致しているかを調べる目的で行った。 
 
４．研究成果 
 研究成果は多岐にわたり、本報告書ではそれらを網羅するには紙幅が足りない。そこで、以
下では学生を対象とするアンケート調査と面接調査から得られた結果の、特に重要な点を中心
に報告する。 
 
(1) 高校の各英語科目での日本人英語教師による英語使用の割合 

高校の英語授業で、日本人英語教師がどの程度英語を使用していたかを大学生回答者に百分
率で尋ねた（授業全体での英語使用の割合を０％～100％までに分け、６つの選択肢から選択、



ただし当該の授業がない場合は「該当しない」を選択）。図 1～４は各英語科目の結果（回答者
の平均）を 2014～2017 の年度ごとに示したものである。青線は旧指導要領で、赤線は新指導要
領で指導された学習者グループを示している。ただし、指導要領 2009 では科目名が一新された。
そこで、比較対象の科目は当該科目の開設学年と指導内容の類似性によって判断した。 

高校でもっとも一般的な英語科目（図１と２）では若干英語使用の割合が高くなっている結
果であった。しかし、英語使用は授業全体の 20％または 40％とする回答が大半で、新指導要領
実施後も「英語で教えることを基本とする」とは到底言えない状況であることが見て取れる。 

次のリーディング・ライティング（旧課程）と英語表現Ⅰ・Ⅱ（新課程）の比較（図３）で
はほとんど変化が見られなかった。むしろ旧課程のリーディングでより英語が使われていたよ
うである。最後に英語使用の割合が高かった旧課程のオーラルコミュニケーションに比べ、新
課程の英語会話はほとんどの学校で開設されておらず、比較もままならない結果であった。 
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図１ 英語 1 vs. ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ 
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図２ 英語Ⅱ vs. ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ 
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図３ ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ（R）ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ（W） vs.  
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図４ ｵｰﾗﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ (OC) vs. 英語会話(EC) 

 
 (2) 外国語指導助手（ALT）の担当英語科目 
 調査では ALT による授業についても尋ねた。彼らの担当する英語科目では圧倒的に TEE が行
われていると想定されたからである。まず授業回数を尋ねたところ（図５）、週１回または２週
に１回程度以下とする回答がともに 30％以上でもっとも多い結果であった。週に３回程度また
は毎日とする恵まれた環境の回答は２％にも満たず、むしろ ALT による授業はなかったとする
回答が９～15％程度もあり、見逃せない点である。全体的には、十分な英語のインプット量を
ALT 授業に期待することは難しいように思われる。 
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図５ ALT による授業の回数 

注 図５と６は岩井（2019）から再掲。  
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図６ ALTの担当英語授業科目（複数回答あり） 



もうひとつ、ALT の新課程における担当科目についてである。図６からすると、特に多いの
が英語コミュニケーション I・II と英語表現 Iであるが、その他の科目を担当することも多く、
旧課程のオーラルコミュニケーションを中心とする配属とは大きく変わったことが読み取れる。  
 
(3) 大学生英語学習者の TEE に対する意識 
 英語の授業が英語で行われることと、授業内で教師による日本語の支援をどの程度望むかに
ついて、回答者に意見を求めた。その結果をそれぞれ図７と図８にまとめた。ここでも旧・新
指導要領で指導され大学に入学してきた回答者に顕著な違いはみられなかった。図８について
は、僅かではあるが、新課程で指導された学生の方が日本語による支援をより強く希望してい
る傾向がうかがえる。 
 ではどのような場面で大学生英語学習者は教師による日本語の支援を望んでいるのか。これ
については上述（３(1)の６））した 40 問の Likert 尺度５件法による設問を用いた。開発者
Carson (2014)による因子分析の結果、これらの 40 問は７つの要因から構成されることがわか
っている（F1～F7 で、F３は省略）。結果を分かりやすくするため、図９は旧課程（Old CoS）
と新課程（New CoS）に分けて回答者全員の平均値を高い方からの順、すなわち日本語の支援を
より強く望んでいる要因から順番に提示している。試験情報のような重要な情報や、授業の理
解、語彙・文法といった英語授業の実質的な学習面にはかなり日本語の支援を望んでいること
がわかる。一方、復習や文化学習、さらに授業内でのほめや不安払拭といった心理面でのサポ
ートでは必ずしも日本語を望んでいるわけではないことが読み取れる。 
 図７～９に関する内容はアンケート調査による定量的な方法であり、その原因を追究するこ
とは困難である。そこで、上述のとおり（３(2)）、回答者の一部に対して面接調査を実施した。
面接は半構造化面接の手法を用い、高校での英語授業の状況、高校までの英語学習や使用の体
験、そして大学生になってから受講している英語授業、および英語学習と使用について尋ねた。
これも結果は多岐にわたるが要点をまとめると、１）英語学習者によって授業が分かりそれに
ついて行けることが何よりも重要で、これらが担保されるのであれば教授言語へのこだわりは
あまりない学生が多いこと、２）高校での英語授業はもっぱら日本語で行われることが多く、
特にそれに不満を持っていたわけではなく、また TEE を強く望んでいたわけでもないこと、３）
一方で、英語使用が重視された授業を受けたり、英語の実際の使用体験をしたような学生の場
合、TEE で行われる授業をより強く望むようになることがあること、４）一般的に英語力が高
い方がTEEを望む傾向があるものの、それが即TEEを望むということに直結するわけではなく、
専門や関心によっては TEE をあまり望まない学生もいること、５）英語に対する強い嫌悪感を
内在化させてしまった学生には、教授言語などまったく関心はなく、無難に英語科目の受講を
終えられることを望んでいる者がいること、６）一方で高い英語力を有し英語使用に関心の高
い学生のほとんどは、大学の英語授業は TEE で行われるべきとする強い考えを持っていること、
などが明らかとなった。 
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図７ TEE による授業への好み 
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図８ 英語教師に使ってほしい日本語の度合い 
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図９ 英語教師に日本語を用いてほしいと思う場面・用途 

 



(4) 大学の共通英語担当教員による学生の変化状況への印象 
 次は大学の英語教師に対して行った調査の結果（３(3)）についてである。図 10 に示すとお
り、質問は英語の知識、流暢さ、正確さ、発音、英語を話すことへの意欲、リスニング、リー
ディング、ライティングの能力、学習態度、異文化コミュニケーションへの関心の 10 項目につ
いて、５段階評価（much better ～ much worse）で回答してもらった。上述の結果と同じよう
に、大学で英語科目を担当している教員の多くも、指導要領の改訂前後で学生の英語に対する
関心や能力といった点で大きな変化を感じていないことがこの調査結果にも現れている。一項
目だけが例外で「Q５英語で話すことへの意欲」については 30％程度の教員がよくなったと回
答している。それが何によるものかは本調査からは分からないが、TEE を含む様々な英語教育
改革が単に話すことへの意欲向上というだけでは物足りなさは否めないだろう。 
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図 10 大学の英語教師による学生の印象（Iwai et al. 2017 から再掲） 

 
(5) その他 
 紙面の都合上、詳細は報告できないが、その他にもいくつか重要な結果が本研究から得られた。
そのうち、２点について述べておきたい。ひとつは学習者の英語力と TEE に対する好みの関係
である。先行研究の多くがこの２つの関係を報告しているが、本研究でもこれが認められた。
すべての学習者の英語能力を示す英語テストの結果などは入手が不可能であったため、自己申
告による選択肢形式で回答してもらった。その結果、断定はできないが、TEE を積極的に求め
る学習者は英語検定で言えは準 1 級レベルから格段に多くなることが分かった。ただし、本研
究の回答者でこのレベルに達している者はあまり多くなく、十分な検証は行えなかった。TEE
がどのレベルに達した学習者に対して英語能力育成という点で有効であり、かつ学習者意欲を
高めるかという課題は本研究に残された重要な課題と認識している。  
 次は TEE を行う場合の授業の進め方である。学生面接の結果、多くの学生にとって重要なの
は教師による教授言語の選択ではなく、授業を理解しそれについていけることであった。すな
わち、学習者が TEE を好むかどうかは、多くの学生の場合、先天的なものではなく、教師が分
かるように授業を工夫しているかどうか、あるいは学生の理解を確認しながら授業を進めてい
るかどうかが鍵だということを示唆している。教師面接や授業観察の詳細は本報告書では触れ
られなかったが、本研究で得られた結果からは、授業改善の参考になる事例や、その逆に改善
の余地があると思われる個所が数多く見い出されたことを付記しておく。 
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